
「認定農業者制度の仕組み」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

支 援 措 置 
･農業委員会による農用地 

 の利用集積の支援 

･税制上の特例措置 

 (農業経営基盤強化準備金) 

･株式会社日本政策金融公庫

等からの融資の配慮 

･経営管理向上などの研修 
会の実施  
・農業経営相談所の活用 

経営改善を図ろうとする農業者 

農業経営改善計画を作成 

認 定 

市町村・都道府県・国 

市町村、農林水産事務

所（農政課・農業改良

普及課）農協  等 
助言・指導 

申 請 

認定基準 
①基本構想に照らして適

切である 
②農用地の効率的総合的

な利用を図るため適切で

あること 
③計画が達成される見込

みが確実であること 
④農地所有適格法人の関

連事業者から出資を受け

る計画である場合にはそ

の計画が農業経営の安定

性の確保に支障を生じる

おそれがないこと 等 

計画に基づく実践 

必要に応じて各分野
の専門家を紹介 

目 標 達 成 

( 期 間 満 了 ) 

再認定へ誘導 

支 援 

再
認
定
を
希
望 


